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Ⅰ. エグゼクティブサマリー
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 前期のスポーツ事業におけるプロ野球関連特需や旅行事業における自治体の支援業務受注等の一時的な要因の反動があったことに加え

て、国際輸送事業において貨物の取扱いが低迷したものの、不動産事業においてマンション分譲戸数が増加したことや、都市交通事業や海外

旅行の需要回復等により、増収・増益
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地域
社会

従業員

お客様

未来
世代

株主

取引先 債権者

持続可能な

社会の実現へ

長期経営構想について①

サステナビリティ宣言

グループ経営理念

事業戦略

人材戦略財務戦略

持続的な企業価値の向上

長期的に当社グループが目指す姿（2040年頃の未来像）

未来のありたい姿

 「未来のありたい姿」の実現に向けた取組を「長期経営構想」として位置付け、構想においては、事業・財務・人材の各戦略を策定

※長期経営構想の詳細については、別冊・参考資料のP2～24参照

事業戦略

2025-2030年度のキャッシュアロケーション（イメージ）

株主還元の強化

 2025年度から、年間配当金の下限を１株当たり100円とする安定的な配当の実施と、総還元性向50％を

目安にキャッシュフローの状況を踏まえた弾力的な自己株式の取得に取り組む方針とする。

圧倒的No.1の沿線の

実現

ビジネスソリューション

への注力
コンテンツの魅力の最大化

と新コンテンツの開拓

エリアを超えた展開

(首都圏・海外)

 事業戦略を推進し、中長期的な成長を実現するとともに、資本効率の向上に向けて、バランスシートをコント

ロールしつつ必要な投資を実施する。

支払利息・税金費用等

維持更新投資

事業利益

減価償却費
事
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成
長
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事
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8,000億円

2,400億円

5,500億円

５，７００億円

７，５００億円

D／Eレシオ
1.3倍

総還元性向
５０％目安借入

資産売却

株主還元

４つの方向性

長期経営構想
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長期経営構想について②

民鉄企業を超えた

エクセレントカンパニーを

目指し、成長を継続

• 既存の事業モデルに捉われず、

従来の延長線上にはない成長を

遂げていく。

• お客様から評価され、従業員も

誇れる会社であり続ける。

• 持続的な価値創造の好循環を

創出し、投資家の期待にも

応えていく。

2024年度
(実績)

2030年度
(目標)

2040年度

1,121

顧客の深掘りと沿線への

活力の取込みで各事業が成長

（海外不動産は+150億円の成長）

2,000～

1,600

事業利益
（億円）

大規模プロジェクトの利益貢献

（芝田1丁目計画、新線計画など）• 芝田1丁目計画による減益影響

• 情報サービスのM&Aの利益寄与

• 海外不動産の拡大

• 既存事業の収益性の向上と

新事業領域を含む高ROIC事業の

規模拡大

資本効率 ROE 6.7％ 7.1％ 8%～ … 8%～

キャッシュ
創出力

EBITDA
(億円)

1,792 1,930 2,600規模 … 3,000～

財務
健全性

D／Eレシオ 1.2倍 1.3倍 1.3倍程度 …

ネット有利子負債
／EBITDA倍率 6.8倍 7.1倍 6倍台 …

適切な
財務健全性

を維持

• 既存事業の伸長に加え、成長投資の効果を最大化
• グループの総合力も活かし、新たな収益源を開拓

ありたい姿の実現に向けた事業利益の成長イメージ

 沿線のさまざまな事業の深掘りと新たなフィールドへの挑戦を続け、着実な成長を実現し、お客様・従業員・投資家の期待に応えていく。

財務指標

ROE8％達成を
前提に2030年度に

想定する主な
財務指標の水準

1,180

2025年度
(計画)

…

…

…

…
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2025年度通期業績予想のポイント

営業収益

事業利益

旅行 国際輸送 その他・

調整

情報・通信エンタテイン

メント

不動産都市交通

（億円）

旅行 国際輸送 その他・

調整

情報・通信エンタテイン

メント

不動産都市交通

2025年度

予想

2024年度
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（億円）

1,121 

1,180

900

1,000

1,100

1,200

2024年度

実績

2025年度

予想

+831億円

+59億円

2025年度

予想

2024年度
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+831億円

+59億円

 各事業において諸費用が増加するものの、運輸収入や旅行の取扱高が堅調に推移することに加えて、不動産事業における分譲収入の増加、海

外不動産事業及び情報・通信事業の伸長等を見込むことにより、増収・増益
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主な取組の進捗状況①

圧倒的No.1の沿線の実現

 2025年3月21日に、多彩な機能を兼ね備えた複合施設である南館がグランドオープン。

阪急阪神ホテルズが運営する「ホテル阪急グランレスパイア大阪」もオープンした。

 今後も「みどりとイノベーションの融合」という理念・方針を踏まえ、関西、そしてアジアをリード

するまちづくりに取り組む。

 阪急神戸線 武庫之荘駅～西宮北口駅間に設置する新駅について、

尼崎市・西宮市との間で2031年度末を開業目標とする基本協定書を

2025年4月4日に締結

阪急神戸線
西宮北口駅方面↑

（西宮市側）

阪急神戸線
武庫之荘駅方面↓

（尼崎市側）

← 新駅設置場所

グラングリーン大阪（うめきた2期地区開発事業） 武庫川新駅

コンテンツの魅力の最大化と新コンテンツの開拓

ゼロカーボンベースボールパーク
宝塚大劇場の改修

 阪神タイガースのファーム新施設「ゼロカーボンベースボールパーク」が2025年2月20日に

竣工。より強いチームづくりを行うことで、ベースボール事業の一層の成長を図る。

 宝塚大劇場内の「ショップ＆レストランゾーン」のリニューアルが完了

 観劇前後の時間をより楽しく快適にお過ごしいただける空間を目指す。
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主な取組の進捗状況②

エリアを超えた展開

カナダでの新たな取組 インドネシアでの新たな取組

八重洲2丁目中地区第一種市街地再開発事業

●海外における取組

●首都圏における取組

 2025年1月に、カナダにおいて、初めてマンション分譲事業「クレイストーンプロジェ

クト」に参画した。

 インドネシアにおいて、バリのクタにある商業・ホテルの複合施設「ビーチウォーク

コンプレックス」の一部を取得。同施設は、ファッションや飲食店など約180店舗

が入居する商業施設に加えて、グレードの異なる4つのホテルで構成されており、

幅広い顧客の需要に応えられる。

ⒸGoogle

劇場イメージパース（劇場ホワイエ‐外堀通り側）劇場イメージパース（外観-有楽町駅側）

 阪急電鉄が、再開発ビルにおける劇場床の区分所有権を取得し、最新の設備を備えた

約１,３００席の劇場を新設するとともに、梅田芸術劇場（阪急電鉄100％子会社）が運

営を担う。

 本劇場では、ミュージカルや演劇・宝塚歌劇・コンサートなど、世界にも発信できる、

様々な演目の上演を通じて、より多くのお客様に夢と感動をお届けする。
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Ⅱ. 2024年度 （2025年3月期） 決算の概要
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連結損益比較表 （サマリー）

2024年度末 2023年度末 比較増減

連結子会社 111社 107社 ＋4社

持分法適用関連会社 13社 13社 －

合計 124社 120社 ＋4社

11ページ参照
 営業利益 110,879

（単位：百万円） 2024年度 2023年度 比較増減 増減率 主な増減要因

 営業収益 1,106,854 997,611 ＋109,243 ＋11.0%

105,689 ＋5,190 ＋4.9%

 (事業利益) (112,124) (108,310) (＋3,813) (＋3.5%)

支払利息 ＋1,682

営業外収益 19,719 19,402 ＋317 持分法による投資利益 ＋836

営業外費用 19,356 15,677 ＋3,678

工事負担金等受入額 △27,359

 経常利益 111,242 109,413 ＋1,828 ＋1.7%

特別利益 5,953 33,138 △27,185

△0.6% 法人税等合計 ＋20,738
 当期純利益

特別損失 14,399 58,306 △43,906
固定資産圧縮損 △27,２４４
減損損失 △20,878

＋1,893

 親会社株主に帰属する
67,386 67,774 △388

 （参考）

 減価償却費 64,475 62,582

 金融収支（A）-（B） △9,876 △8,588 △1,288

受取利息及び配当金（A） 2,188 1,794 ＋394

（注）事業利益＝営業利益+海外事業投資に伴う持分法投資損益

  支払利息（B） 12,065 10,382 ＋1,682

増加：1社 減少：1社

増加：7社 減少：3社

税制改正（当期：防衛特別法人税創設、前期：外形標準課税の適用

対象法人の見直し）に伴う実効税率の変更による繰延税金資産

及び繰延税金負債の増減影響等
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セグメント別営業成績 （サマリー）

【当期業績のポイント】
前期のスポーツ事業におけるプロ野球関連特需や旅行事業における自治体の支援業務受注等の一時的な要因の反動があった
ことに加えて、国際輸送事業において貨物の取扱いが低迷したものの、不動産事業においてマンション分譲戸数が増加した
ことや、都市交通事業や海外旅行の需要回復等により、増収・増益

6,879

（注）事業利益＝営業利益+海外事業投資に伴う持分法投資損益

△1,508 ＋360 △591 ＋5,190

(＋6,425) (＋3,813)
比較増減

＋766 ＋7,802 △2,712 ＋743 ＋329

(112,124)

3,410 △7,252 105,689

(52,447) (108,310)

4,96849,826 14,119 6,135 223営業利益
（事業利益）

2024年度
35,023 57,629 11,406

(58,873)

34,257
2023年度

＋109,243

5,298 △1,284 3,771 △7,844 110,879

＋44,188 ＋4,417

209,587

＋5,005 △5,668比較増減 ＋6,326 ＋49,534 △69 ＋5,508

65,13182,542 70,088 261,104367,788 104,717

216,915 100,300 60,125 △48,437 997,6112023年度 203,260 318,254 82,612 64,579

（単位：百万円） 都市交通 不動産
エンタ

テインメント
情報・通信 旅行 国際輸送 その他 調整額 連結

営業収益

2024年度 △54,106 1,106,854
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都市交通セグメント

鉄道事業において阪急線・阪神線の旅客数が引き続き回復基調にあることや、北大阪急行電鉄の南北線延伸線の開業等により、
増収・増益

（単位：百万円） 2024年度 2023年度 比較増減 増減率

営業収益 209,587

34,257 ＋766 ＋2.2%

15億円 14億円 ＋1億円

△1億円

（注）別途、本社費・調整額があるため、上表の合算値とセグメント数値は一致しない。

＋1億円

＋8億円

自動車事業 448億円 437億円 25億円 24億円

203,260 ＋6,326 ＋3.1%

営業利益 35,023

都市交通その他事業 105億円 100億円 ＋5億円 8億円 9億円

流通事業 129億円 128億円 ＋2億円

＋12億円

比較増減 2024年度 2023年度 比較増減

鉄道事業 1,534億円 1,480億円 ＋54億円 378億円 371億円

【業態別内訳】

営業収益 営業利益

2024年度 2023年度
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≪都市交通≫ 鉄道運輸成績

≪阪急電鉄≫

2024年度 2023年度 比較増減 増減率 2024年度 2023年度 比較増減 増減率

62,265 60,674 ＋1,590 ＋2.6% 290,022 284,626 ＋5,396 ＋1.9%

33,013 32,244 ＋769 ＋2.4% 318,964 313,294 ＋5,669 ＋1.8%

28,891 28,141 ＋750 ＋2.7% 225,791 221,032 ＋4,759 ＋2.2%

4,122 4,103 ＋19 ＋0.5% 93,172 92,261 ＋910 ＋1.0%

95,278 92,919 ＋2,359 ＋2.5% 608,987 597,920 ＋11,066 ＋1.9%

≪阪神電気鉄道≫

2024年度 2023年度 比較増減 増減率 2024年度 2023年度 比較増減 増減率

23,065 22,242 ＋822 ＋3.7% 118,288 114,356 ＋3,931 ＋3.4%

12,449 12,010 ＋438 ＋3.7% 124,258 120,734 ＋3,524 ＋2.9%

11,286 10,874 ＋412 ＋3.8% 99,776 96,911 ＋2,865 ＋3.0%

1,162 1,136 ＋25 ＋2.3% 24,482 23,822 ＋659 ＋2.8%

35,515 34,253 ＋1,261 ＋3.7% 242,547 235,090 ＋7,456 ＋3.2%

（注） １．収入は百万円未満を、人員は千人未満をそれぞれ切り捨てて表示している。

２．阪急電鉄の定期外収入・人員には、ＰｉＴａＰａ区間指定割引運賃適用の収入・人員を含んでいる。

３．阪急電鉄・阪神電気鉄道ともに、第１種鉄道事業及び第２種鉄道事業の合計である。

４．阪急電鉄・阪神電気鉄道ともに、定期外収入・定期収入（通学除く）には鉄道駅バリアフリー料金を含んでいる。

人員

（単位：百万円、千人）

収入 人員

定期外

定期

 うち通勤

 うち通学

合計

 うち通勤

 うち通学

（単位：百万円、千人）

収入

合計

定期外

定期

うち鉄道駅バリアフリー料金

約36億円

同料金

約34億円

うち鉄道駅バリアフリー料金

約13億円

同料金

約11億円
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定期・定期外合計 1Ｑ 2Ｑ 3Q 4Q 合計

2024年度実績 8,973 9,046 8,769 8,725 35,515

2023年度実績 8,604 8,725 8,524 8,398 34,253

増減 ＋369 +321 ＋245 +326 +1,261

増減率（％） ＋4.2 +3.6 +2.8 +3.8 +3.7

定期・定期外合計 1Ｑ 2Ｑ 3Q 4Q 合計

2024年度実績 24,059 23,349 24,344 23,525 95,278

2023年度実績 23,084 22,880 23,885 23,068 92,919

増減 ＋975 +469 +458 +456 +2,359

増減率（％） ＋4.2 +2.0 +1.9 +1.9 +2.5

≪都市交通≫ 主な営業情報

運輸収入（第1種・第2種合計）

阪神電気鉄道阪急電鉄

運輸収入（第1種・第2種合計）
単位：百万円

対前期の増減要因（推定）

・移動需要回復の影響（インバウンド含む。） +1,634百万円

・回数券発売終了による影響 +495百万円

・鉄道駅バリアフリー料金収受に伴う影響 ＋286百万円

・座席指定料金（PRiVACE）の影響 +248百万円

ほか

対前期の増減要因（推定）

・移動需要回復の影響（インバウンド含む。） +1,175百万円

・鉄道駅バリアフリー料金収受に伴う影響 +139百万円

ほか

単位：百万円
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≪都市交通≫ 主な営業情報

100% 103% 104% 107% 108% 108%

77%
83%

97%

109%
113%

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

定期外 20,286 21,035 21,136 21,638 22,030 21,665 13,725 15,397 19,365 22,242 23,065

定期 11,107 11,372 11,563 11,797 12,024 12,327 10,476 10,628 11,096 12,010 12,449

合計 31,394 32,407 32,699 33,436 34,054 33,993 24,202 26,026 30,462 34,253 35,515

（単位 ： 百万円）

阪神線・運輸収入（1種+２種）

鉄道駅バリアフリー料金を
除くと109％

（単位 ： 百万円）

100%
103% 103% 104% 104% 104%

75%
80%

92%

100%
103%

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

定期外 60,910 62,920 62,720 63,137 63,059 61,887 40,982 45,422 54,908 60,674 62,265

定期 31,549 32,272 32,628 33,198 33,456 34,119 28,093 28,654 29,900 32,244 33,013

合計 92,459 95,192 95,348 96,335 96,516 96,007 69,075 74,077 84,809 92,919 95,278

阪急線・運輸収入（1種+2種）

201４年度運輸収入（合計）＝100％

鉄道駅バリアフリー料金を
除くと99％

2014年度運輸収入（合計）＝100％
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不動産セグメント

（

(△10億円)

事業利益 ）

営業利益 57,629 49,826 ＋7,802 ＋15.7%

(58,873) (52,447) (＋6,425) (＋12.3%)

営業収益 営業利益（事業利益）

2024年度 2023年度 比較増減 2024年度 2023年度 比較増減

413億円

【業態別内訳】

分譲事業においてマンション分譲戸数が前期を大きく上回ったことや、賃貸事業において大阪梅田ツインタワーズ・サウスを
はじめとする各物件が堅調に推移したことに加えて、前年度末にオーエス株式会社を連結子会社化したこと、またホテル事業において
インバウンドを中心に宿泊部門が好調であったこと等により、増収・増益

（単位：百万円） 2024年度 2023年度 比較増減 増減率

営業収益 367,788 318,254 ＋49,534 ＋15.6%

＋64億円

賃貸事業 1,411億円 1,271億円 ＋141億円

157億円

＋4億円
(48億円)

（注）1. 別途、本社費・調整額があるため、上表の合算値とセグメント数値は一致しない。

    2. 事業利益＝営業利益+海外事業投資に伴う持分法投資損益

ホテル事業 651億円 627億円 ＋24億円 42億円 41億円 ＋1億円

海外不動産事業 121億円 86億円 ＋35億円

＋32億円

分譲事業等 1,883億円 1,538億円 ＋345億円 221億円

381億円

36億円 32億円
(58億円)
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≪不動産≫ 主な営業情報

賃貸可能面積（年度末時点）

60

70

80

90

100

110

120

120

140

160

180

200

220

240

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

賃貸可能面積（左軸）

うち、大阪梅田地区（右軸）

［万㎡］ ［万㎡］

【グラングリーン大阪】【大阪梅田ツインタワーズ・サウス】

78万㎡

171万㎡

大阪梅田ツインタワーズ・サウス

Ⅰ期工事着手

大阪梅田ツインタワーズ・サウス
Ⅰ期棟竣工・Ⅱ期工事着手、

グランフロント大阪 持分一部売却

大阪梅田ツインタワーズ・サウス
Ⅱ期棟竣工

ららぽーと甲子園
（敷地）取得

102万㎡

236万㎡

グラングリーン大阪

竣工
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15,853 
17,221 16,665 15,449 16,654 16,167

11,830 8,968

12,782 

20,416 

23,759 

11,616 
14,619 14,140 13,549 13,748 12,550

10,287 8,358

11,912 

16,541 

19,334 

88.6% 90.5% 90.8% 88.7% 90.9%

79.7%

16.8%

40.9%

73.9% 88.5%

88.6%
92.2% 93.9% 94.3% 95.4%

90.9%

80.6%

28.9%

46.8%

73.1%

89.2%

86.5%

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

ADR（首都圏）：（円） ADR（近畿圏）：（円） 稼働率（首都圏）：（％） 稼働率（近畿圏）：（％）

31.4%

36.9% 37.0%
40.6%

45.6% 44.8%

1.9%
5.7%

33.2%

71.2%

77.3%

25.0%

38.6% 38.1%
42.3%

39.9% 37.6%

0.4% 0.3%
11.4%

45.4%

56.2%

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

首都圏 近畿圏

※1 新型コロナウイルスの影響により一時休館したホテルの休館期間中については、上記数値の算出の対象から除外している。
※2 2019年度から海外OTAの計上方法を純額方式から総額方式に変更したことに伴い、2018年度は遡及適用後の数値（総額方式）となっている。

阪急阪神ホテルズ直営ホテル平均客室単価（ADR）・客室稼働率※1

阪急阪神ホテルズ直営ホテル外国人宿泊比率

2024年度の全社合計数値

ホテル客室稼働率 87.1％ （前期比△1.9P）

ホテル平均客室単価/ADR 20,672円 （前期比+3,027円）

62.1％ （前期比+10.0P）

2024年度の全社合計数値

≪不動産≫ 主な営業情報

※2

※2
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エンタテインメントセグメント

スポーツ事業は阪神タイガースの公式戦主催試合数・入場人員が増加し、グッズ販売も伸長したものの、前期にプロ野球関連特需が
あった反動等で減収・減益。ステージ事業は宝塚歌劇や梅田芸術劇場の公演回数が増加した一方で、前期好調だった歌劇関連商品の
減収や宝塚歌劇の体制整備に伴う諸費用の増加等により増収・減益となり、全体では減収・減益

（単位：百万円） 2024年度 2023年度 比較増減 増減率

営業利益 11,406 14,119 △2,712 △19.2%

営業収益 82,542 82,612 △69 △0.1%

101億円 112億円

【業態別内訳】

営業収益 営業利益

2024年度 2023年度 比較増減 2024年度 2023年度 比較増減

（注）別途、本社費・調整額があるため、上表の合算値とセグメント数値は一致しない。

ステージ事業 342億円 322億円 ＋20億円 32億円 48億円 △16億円

△11億円スポーツ事業 482億円 503億円 △21億円
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（注）入場人員は実数であり、シーズンベース（暦年）で記載している。

2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年

入場人員 （単位：千人） 3,035 2,899 3,091 518 749 2,619 2,916 3,010

順位 2位 6位 3位 2位 2位 3位 1位 2位

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

合計 2,996 3,128 2,991 1,565 2,727 2,781 2,737 2,817

宝塚大劇場 1,191 1,207 1,106 485 904 925 823 904

東京宝塚劇場 992 990 917 460 785 801 815 841

その他劇場 619 598 572 200 428 474 482 487

ライブ中継※1・ライブ配信※2 195 333 396 420 610 581 616 585

※1 全国各地の映画館での有料ライブ中継
※2 ネット回線を利用し、ご自宅でテレビやスマートフォン等で視聴することができる有料ライブ配信（2020年度から開始）

≪エンタテインメント≫ 主な営業情報

阪神タイガース主催試合 入場人員数

宝塚歌劇 観劇人員数

公演回数

宝 塚 大 劇 場 ：343回 （対前期+29回）

東京宝塚劇場：398回 （対前期+12回）

（単位：千人）
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情報・通信セグメント

＋8.5%

6,879 6,135 ＋743 ＋12.1%

情報サービス事業において交通システム分野の受注が増加したことや、放送・通信事業においてインターネットサービスの加入者が増加
したこと等により、増収・増益

（単位：百万円） 2024年度 2023年度 比較増減 増減率

営業収益 70,088 64,579 ＋5,508

営業利益
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旅行セグメント

取扱高
（単位：億円）

※2014年度は阪急交通社と阪急阪神ビジネストラベルの2社の単純合計数値

2015～2022年度は上記2社と阪神トラベル・インターナショナルの合計数値（内部取引を相殺）

2023年度及び2024年度は阪急交通社と阪急阪神ビジネストラベル2社の合計数値（内部取引を相殺）

2,347 2,011 1,869 2,066 2,298 2,033 

25 59 341 
1,175 1,659 

1,368 
1,325 1,290 

1,361 
1,367 

1,286 

559 434 1,197 

1,503 
1,609 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

国内旅行 海外旅行

＋20.4%

5,298 4,968 ＋329 ＋6.6%

前期に自治体の支援業務を受注していた反動があったものの、海外旅行において需要の回復が進んだことに加えて、高価格帯のツアー
の販売が好調に推移したこと等により、増収・増益

（単位：百万円） 2024年度 2023年度 比較増減 増減率

営業収益 261,104 216,915 ＋44,188

営業利益
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国際輸送セグメント

航空輸出取扱重量 海上輸出取扱TEU※

（単位：千TEU）（単位：千トン）

（国際輸送事業に属する日本法人・海外法人の取扱合計）

※TEU：20フィートコンテナで換算した貨物量を表す単位

128 
115 121 

141 148 

107 
93 

134 
119 

77 78 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

98 95 103 111 113 121 122 
136 

147 142 143 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

＋4.4%

△1,284 223 △1,508 ―

海外法人において、為替の影響によって円換算額が増加したこと等により増収となったものの、日本や東アジアを中心に貨物の取扱い
が低迷していること等により減益

（単位：百万円） 2024年度 2023年度 比較増減 増減率

営業収益 104,717 100,300 ＋4,417

営業利益
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連結損益比較表（営業外損益）

（単位：百万円） 2024年度 2023年度 比較増減

営業利益 110,879 105,689 ＋5,190

営業外収益 19,719 19,402 ＋317

うち持分法による投資利益 15,451 14,615 ＋836

営業外費用 19,356 15,677 ＋3,678

うち支払利息 12,065 10,382 ＋1,682

経常利益 111,242 109,413 ＋1,828



25

連結損益比較表（特別損益）

（単位：百万円） 2024年度 2023年度 比較増減

特別損益 △8,446 △25,167 ＋16,720

特別利益 5,953 33,138 △27,185

工事負担金等受入額 3,984 31,344 △27,359

事業譲渡益 1,136 － ＋1,136

その他 831 1,794 △962

特別損失 14,399 58,306 △43,906

固定資産圧縮損 4,032 31,277 △27,244

減損損失 3,399 24,277 △20,878

持分変動損失 2,036 － ＋2,036

固定資産撤去損失引当金繰入額 1,992 － ＋1,992

その他 2,939 2,751 ＋187
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連結損益比較表（親会社株主に帰属する当期純利益）

（単位：百万円） 2024年度 2023年度 比較増減

税金等調整前当期純利益 102,795 84,246 ＋18,549

法人税等合計 33,935 13,197 ＋20,738

法人税、住民税及び事業税 31,568 22,955 ＋8,612

法人税等調整額 2,367 △9,758 ＋12,125

当期純利益 68,859 71,048 △2,189

非支配株主に帰属する当期純利益 1,473 3,273 △1,800

親会社株主に帰属する当期純利益 67,386 67,774 △388
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連結貸借対照表

2024年度末 2023年度末 比較増減 主な増減要因

流動資産 618,119 513,368 ＋104,750 販売土地及び建物 ＋98,918

固定資産 2,665,334 2,539,561 ＋125,772
有形・無形固定資産 ＋66,562
投資有価証券 ＋52,420

資産合計 3,283,453 3,052,930 ＋230,523

流動負債 536,001 506,992 ＋29,008

固定負債 1,614,992 1,475,505 ＋139,486

負債合計 2,150,993 1,982,497 ＋168,495

株主資本 975,572 930,315 ＋45,257
親会社株主に帰属する当期純利益 +67,386
支払配当 △14,472

その他の包括利益累計額 60,319 48,483 ＋11,836

非支配株主持分 96,568 91,634 ＋4,934

純資産合計 1,132,460 1,070,432 ＋62,027

自己資本比率 31.5% 32.1% △0.6 p

（注）1. 2025年3月期の期首より「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号）等を適用しており、2024年3月期に係る各数値は遡及適用後の数値を記載している。

    2. ネット有利子負債＝有利子負債－現金及び預金

資
産
の
部

負
債
の
部

純
資
産
の
部

（単位：百万円）

2024年度末 2023年度末 比較増減

借入金 943,393 895,628 ＋47,764

社債 325,000 265,000 ＋59,999

リース債務 14,382 13,532 ＋850

有利子負債 1,282,775 1,174,160 ＋108,615

【参考】ネット有利子負債 1,221,723 1,114,550 ＋107,173
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連結キャッシュ・フロー計算書

※1

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出

（2024年度：△1,944百万円、2023年度：△6,920百万円）

を含めている。

※2

借入金、社債による収入及び支出のほか、

コマーシャル・ペーパーの純増減額を含めている。

2024年度 2023年度

87,417 123,513

うち、税金等調整前当期純利益 102,795 84,246

うち、減価償却費 64,475 62,582

うち、棚卸資産の増減額 △92,823 △61,325

うち、法人税等の支払額 △19,441 △19,824

うち、持分法投資損益 △15,451 △14,615

△167,637 △141,320

うち、固定資産の取得による支出 △127,951 △138,270

うち、投資有価証券の取得による支出
※1 △69,002 △40,065

うち、工事負担金等受入による収入 21,565 39,813

うち、投資有価証券の売却による収入 11,011 394

79,471 28,461

うち、借入金・社債等による収入及び支出[純増減]
※2 105,389 50,001

うち、配当金の支払額 △14,472 △12,113

うち、自己株式の取得による支出 △7,159 △3,476

1,683 1,242

934 11,896

53,808 41,375

1,271 536

56,014 53,808

現金及び現金同等物の期首残高

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額

現金及び現金同等物の期末残高

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増減額

（単位 ： 百万円）
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≪参考≫ 設備投資

① ② =①－② ③ =①－③ ④ =①－④ ⑤ =①－⑤

 設備投資 合計 1,169 1,332 △163 1,484 △315 1,484 △315 1,018 ＋151 

［主な内訳］

  都市交通 487 553 △66 553 △66 382 ＋105 

  不動産 410 613 △203 613 △203 479 △69 

  エンタテインメント 182 199 △17 199 △17 61 ＋120 

  情報・通信 56 53 ＋3 53 ＋3 53 ＋3 

  旅行 10 15 △5 15 △5 6 ＋4 

  国際輸送 30 26 ＋4 26 ＋4 34 △3 

（注）2025年2月に発表した業績予想では、セグメント別の設備投資額は開示していない。

比較増減
2024年度
通期予想

（10月発表）
比較増減

2024年度
通期予想

（2月発表）
比較増減（単位：億円）

2024年度
通期実績

2024年度
通期予想

（5月発表）

2023年度
通期実績

比較増減



30

≪参考≫ 減価償却費・EBITDA

（単位：億円）
2024年度
通期実績

2024年度
通期予想

（2月発表）
比較増減

2024年度
通期予想

（10月発表）
比較増減

2024年度
通期予想

（5月発表）
比較増減

2023年度
通期実績

比較増減

① ② =①－② ③ =①－③ ④ =①－④ ⑤ =①－⑤

 減価償却費 合計 645 654 △9 658 △13 658 △13 626 ＋19 

［主な内訳］

  都市交通 271 280 △9 280 △9 261 ＋10 

  不動産 252 260 △8 260 △8 252 ＋0 

  エンタテインメント 39 40 △1 40 △1 37 ＋3 

  情報・通信 55 59 △4 59 △4 54 ＋1 

  旅行 9 11 △2 11 △2 9 ＋0 

  国際輸送 24 25 △1 25 △1 20 ＋4 

 EBITDA（※） 合計 1,792 1,780 ＋12 1,750 ＋42 1,750 ＋42 1,732 ＋60 

［主な内訳］

  都市交通 623 621 ＋2 606 ＋17 603 ＋19 

  不動産 840 835 ＋5 802 ＋38 776 ＋64 

  エンタテインメント 154 143 ＋11 128 ＋26 178 △24 

  情報・通信 124 126 △2 126 △2 116 ＋8 

  旅行 62 47 ＋15 41 ＋21 59 ＋3 

  国際輸送 11 5 ＋6 37 △26 22 △11 
（注）1.EBITDA＝事業利益（営業利益+海外事業投資に伴う持分法投資損益）＋減価償却費＋のれん償却額

   2.2025年2月に発表した業績予想では、セグメント別の減価償却費・EBITDAは開示していない。
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Ⅲ. 2025年度 （2026年3月期） 業績予想
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連結損益比較表 （サマリー）

（注）事業利益＝営業利益+海外事業投資に伴う持分法投資損益

 金融収支（A）-（B） △139 △99 △40 

受取利息及び配当金（A） 19 22 △3 

  支払利息（B） 158 121 ＋37 

 （参考）

 減価償却費 724 645 ＋79 

 設備投資 1,154 1,169 △15 

特別損益の改善等により、増益
 当期純利益

 経常利益 1,110 1,112 △2 △0.2% 
営業利益は増加するものの、支払利息の増加や持分法による投資
利益の減少等を見込むことにより、経常利益は２０２４年度並み

 親会社株主に帰属する
750 674 ＋76 ＋11.3% 

＋7.5% 

＋5.0% 

 (事業利益) (1,180) (1,121) (＋59) (＋5.2%)

主な増減要因（単位：億円）
2025年度
通期予想

2024年度
通期実績

比較増減 増減率

各事業において諸費用が増加するものの、運輸収入や旅行の
取扱高が堅調に推移することに加えて、不動産事業における
分譲収入の増加、海外不動産事業及び情報・通信事業の伸長等を
見込むことにより、増収・増益 営業利益 1,164 1,109 ＋55 

 営業収益 11,900 11,069 ＋831 
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セグメント別営業収益・営業利益 （事業利益）

11,900 11,069 ＋831 

1,164 1,109 ＋55 

(1,180) (1,121) (＋59)

［主な内訳］

2,103 2,052 ＋51 

320 351 △31 

4,263 3,678 ＋585 

672 576 ＋96 

(688) (589) (＋99)

830 825 ＋5 

102 114 △12 

739 701 ＋38 

78 69 ＋9 

2,750 2,611 ＋139 

40 53 △13 

1,077 1,047 ＋30 

3 △13 ＋16 

   2.都市交通セグメントにおける流通事業の一部子会社の収益及び費用について、2025年度よりその他セグメントに含めて表示しており、

     比較期である2024年度の実績数値も組み替えて表示している。

情報サービス事業におけるビル管理分野の受注の増加や、放送・通信事業における
インターネット利用料収入の増加を見込むこと等により、増収・増益

  旅行
海外・国内旅行の取扱いが堅調に推移することによる増収を見込むものの、自治体の
支援業務などの受注が減少すること等により減益

  国際輸送
事業環境は不透明な状況にあるものの、アジアを中心に業績の回復を見込むこと等により、
増収・増益

主な増減要因

（単位：億円）
上段 ： 営業収益
下段 ： 営業利益
     （事業利益）

2025年度
通期予想

2024年度
通期実績

比較増減

 合計

（注）１．事業利益＝営業利益+海外事業投資に伴う持分法投資損益

鉄道事業・自動車事業において増収を見込むものの、減価償却費、人件費及び動力費の
増加等により減益

  都市交通

  不動産
住宅事業において、短期回収型の賃貸マンションの売却棟数が増加することや大規模な分譲
マンション物件の竣工・引渡しを見込むことに加えて、海外不動産事業の伸長等により、増収・
増益

  エンタテインメント
営業収益は2024年度並みを見込むものの、ゼロカーボンベースボールパークの開業や
宝塚歌劇の体制整備に伴う諸費用の増加等により減益

  情報・通信
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≪都市交通≫ 鉄道運輸成績

≪阪急電鉄≫

2025年度
通期予想

2024年度
通期実績

比較増減 増減率
2025年度
通期予想

2024年度
通期実績

比較増減 増減率

64,810 62,265 ＋2,544 ＋4.1% 300,482 290,022 ＋10,459 ＋3.6%

33,055 33,013 ＋41 ＋0.1% 318,381 318,964 △582 △0.2%

28,948 28,891 ＋56 ＋0.2% 225,901 225,791 ＋110 ＋0.0%

4,107 4,122 △14 △0.4% 92,479 93,172 △692 △0.7%

97,865 95,278 ＋2,586 ＋2.7% 618,863 608,987 ＋9,876 ＋1.6%

≪阪神電気鉄道≫

2025年度
通期予想

2024年度
通期実績

比較増減 増減率
2025年度
通期予想

2024年度
通期実績

比較増減 増減率

23,371 23,065 ＋305 ＋1.3% 119,795 118,288 ＋1,506 ＋1.3%

12,590 12,449 ＋140 ＋1.1% 124,652 124,258 ＋393 ＋0.3%

11,461 11,286 ＋174 ＋1.5% 100,816 99,776 ＋1,039 ＋1.0%

1,129 1,162 △33 △2.9% 23,836 24,482 △646 △2.6%

35,961 35,515 ＋446 ＋1.3% 244,447 242,547 ＋1,899 ＋0.8%

（注） １．収入は百万円未満を、人員は千人未満をそれぞれ切り捨てて表示している。

２．阪急電鉄の定期外収入・人員には、ＰｉＴａＰａ区間指定割引運賃適用の収入・人員を含んでいる。

３．阪急電鉄・阪神電気鉄道ともに、第１種鉄道事業及び第２種鉄道事業の合計である。

４．阪急電鉄・阪神電気鉄道ともに、定期外収入・定期収入（通学除く）には鉄道駅バリアフリー料金を含んでいる。

 うち通勤

 うち通学

（単位：百万円、千人）

収入

合計

定期外

定期

人員

（単位：百万円、千人）

収入 人員

定期外

定期

 うち通勤

 うち通学

合計
うち鉄道駅バリアフリー料金

約38億円

同料金

約36億円

うち鉄道駅バリアフリー料金

約15億円

同料金

約13億円
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経営指標

 2024年度通期実績  2025年度通期予想

事業利益（①＋②） 1,121億円 1,180億円 

営業利益（①） 1,109億円 1,164億円 

海外事業投資に伴う持分法投資損益（②） 12億円 16億円 

EBITDA ※1 1,792億円 1,930億円 

親会社株主に帰属する当期純利益 674億円 750億円 

ROE 6.7% 7.1% 

ネット有利子負債 ※2 12,217億円 13,700億円 

ネット有利子負債／EBITDA倍率 6.8倍 7.1倍 

D／Eレシオ ※3 1.2倍 1.3倍 

（参考）

有利子負債 12,828億円 14,300億円 

有利子負債／EBITDA倍率 7.2倍 7.4倍 

※2 ネット有利子負債＝有利子負債－現金及び預金  ※3 D／Eレシオ＝有利子負債／自己資本

※1 EBITDA＝事業利益（営業利益+海外事業投資に伴う持分法投資損益）＋減価償却費＋のれん償却額
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株主還元

（変更内容）

 当社は、2025年3月27日に発表した「阪急阪神ホールディングスグループ 長期経営構想 深める沿線 拡げるフィールド ～未来へ、そして世界

へ～」の通り、中長期的な成長を実現するとともに、株主還元の充実等を通じて、資本効率の向上に向けたバランスシートのコントロールを行って

いく。

 この考え方に基づき、2025年度より株主還元方針を以下の通り変更している。具体的には、年間配当金の下限を１株当たり100円とする安定的

な配当の実施と、総還元性向50％を目安にキャッシュフローの状況を踏まえた弾力的な自己株式の取得に取り組むことを基本方針としている。

（参考） 総還元性向の算出方法

（n年度の年間配当金総額） ＋ （n+1年度の自己株式取得額）

（n年度の親会社株主に帰属する当期純利益）
× 100＝n年度の総還元性向（％）

■ 株主還元方針の変更について

変更前 変更後

• 経営基盤の一層の強化に努めながら、総還元性向を30％とすることで、

安定的な配当の実施と自己株式の取得に取り組む。

• 自己株式については、保有の上限を発行済株式総数の5％とし、上限を

超過した場合は消却する。

• 財務の健全性を踏まえた上で、中長期的な成長を目指した成長投資と、

資本効率の向上を意識した株主還元に努めていく。

• 年間配当金の下限を１株当たり100円とする安定的な配当の実施と、

総還元性向50％を目安にキャッシュフローの状況を踏まえた弾力的な

自己株式の取得に取り組む。

• 自己株式については、保有の上限を発行済株式総数の5％とし、上限を

超過した場合は消却する。
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2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
（予定）

年間配当金総額 自己株式取得額 1株当たりの年間配当金[円]

株主還元

■ 具体的な利益配分について

 2024年度の利益配分：年間配当金は1株当たり60円※ （中間30円、期末30円） 、自己株式の取得は58億円を上限に実施する。

なお、2025年3月末時点で保有する自己株式数は発行済株式総数の5％であるため、株主還元の方針に基づき、

本自己株式の取得が完了した後に、自己株式の消却を実施する。

 2025年度の利益配分：変更後の株主還元方針に基づき、1株当たりの年間配当金を60円から100円（中間50円、期末50円）に引き上げる

予定としている。

自己株式の取得はキャッシュフローの
状況を踏まえ弾力的に取り組む

総還元額［億円］
（うち自己株式取得額）

■ 株主還元の推移

１株当たり
年間配当金は
100円となる

予定

199
（100）

197
（98） 165

（43） 122
（－）

121
（－）

141
（20）

204
（71）

202
（58）

総還元性向50％(目安)総還元性向 30％

※ 2025年6月17日の定時株主総会において、剰余金処分に係る議案が承認可決された場合

※
（予定）
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≪参考≫ 設備投資

 設備投資 合計 1,154 1,169 △15 

［主な内訳］

  都市交通 542 
 ・ バリアフリー設備の整備
 ・ 鉄道車両の新造及び改造 487 

 ・ 鉄道車両の新造及び改造
 ・ バリアフリー設備の整備 ＋55 

  不動産 382  ・ 芝田1丁目計画 ほか開発案件 410 
 ・ うめきた2期地区開発事業「グラングリーン大阪」
 ・ 八重洲2丁目中地区再開発 △28 

  エンタテインメント 89  ・ 阪神甲子園球場 アルプススタンド銀傘増築 182  ・ 阪神タイガース新ファーム施設「ゼロカーボンベースボールパーク」 △93 

  情報・通信 52 56 △4 

  旅行 24 10 ＋14 

  国際輸送 32 30 ＋2 

比較増減主な内容 主な内容（単位：億円）
2025年度
通期予想

2024年度
通期実績
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≪参考≫ 減価償却費・EBITDA

（単位：億円）  2025年度通期予想  2024年度通期実績 比較増減

 減価償却費 合計 724 645 ＋79 

［主な内訳］

  都市交通 301 271 ＋30 

  不動産 271 252 ＋19 

  エンタテインメント 48 39 ＋9 

  情報・通信 59 55 ＋4 

  旅行 10 9 ＋1 

  国際輸送 30 24 ＋6 

 EBITDA（※） 合計 1,930 1,792 ＋138 

［主な内訳］

  都市交通 621 623 △2 

  不動産 959 840 ＋119 

  エンタテインメント 150 154 △4 

  情報・通信 137 124 ＋13 

  旅行 50 62 △12 

  国際輸送 33 11 ＋22 

（※）EBITDA＝事業利益（営業利益+海外事業投資に伴う持分法投資損益）＋減価償却費＋のれん償却額
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≪参考≫ 主なセグメントの業態別営業収益・営業利益 （事業利益）

 2025年度通期予想  2024年度通期実績 比較増減  2025年度通期予想  2024年度通期実績 比較増減

 都市交通 合計 2,103 2,052 ＋51 320 351 △31 

 ［業態別内訳］

鉄道 1,577 1,534 ＋43 358 378 △20 

自動車 461 448 ＋13 24 25 △1 

流通 82 85 △3 11 16 △5 

都市交通その他 101 105 △4 7 8 △1 

672 576 ＋96 

(688) (589) (＋99)

 ［業態別内訳］

賃貸等 2,011 1,843 ＋168 440 444 △4 

住宅 1,883 1,451 ＋432 262 190 ＋72 

84 36 ＋48 

(100) (48) (＋52)

ホテル 674 651 ＋23 32 42 △10 

 エンタテインメント 合計 830 825 ＋5 102 114 △12 

 ［業態別内訳］

スポーツ 488 482 ＋6 95 101 △6 

ステージ 341 342 △1 27 32 △5 
（注）１．各セグメントにおいて、別途、本社費・調整額があるため、業態別内訳の合算値と各セグメント数値は一致しない。

    ２．不動産セグメントの業態名称について、2025年度から、「賃貸事業」を「賃貸事業等」へ、「分譲事業等」を「住宅事業」へ変更している。

     また、従来「分譲事業等」に含めていたプロパティマネジメント・ビルメンテナンス事業と不動産ファンド・リート事業の収益及び費用を、

     「賃貸事業等」に含めて表示することとしており、比較期である2024年度の実績数値も組み替えて表示している。

    3．事業利益 ＝ 営業利益＋海外事業投資に伴う持分法投資損益

営業利益（事業利益）

 不動産 合計 4,263 3,678 ＋585 

海外不動産 158 121 ＋37 

（単位：億円）
営業収益
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